
南房総市建設工事総合評価落札方式実施要領 

 

                       平成１９年１０月１９日 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、地方自治法施行令第１６７条の１０の２の規定に基づ

き、南房総市が発注する建設工事に関して価格及びその他の条件をもって

落札者を決定する方式（以下「総合評価落札方式」という。）の実施にあ

たり必要な事項を定める。 

（対象工事等） 

第２条 総合評価落札方式の対象となる工事（以下「対象工事」という。）

は、次のいずれかに該当するものとする。 

(1) 入札者の提示する性能、機能、技術等（以下、「性能等」という。）

によって、工事に関連して生ずる補償費や維持管理費・更新費を含む総

合的なコストの削減が見込まれる工事 

(2) 入札者の提示する性能等によって、工事目的物の初期性能の持続性や

強度、耐久性、安定性等、性能・機能の向上が実現できると見込まれる工

事 

(3) 入札者の提示する性能等によって、環境の維持、交通の確保、特別な

安全対策、省資源対策又はリサイクル対策等、社会的要請に対応が出来る

と見込まれる工事 

(4) その他総合評価落札方式によることが適当と認められる工事 

２ 対象工事の選定は、南房総市建設工事等指名業者選定審査会規程（平成

１８年告示第９８号）第７条に定める会議により行うものとする。 

（学識経験を有する者の意見の聴取） 

第３条 契約担当課長は、総合評価落札方式を行おうとするときは、あらか

じめ、地方自治法施行規則（昭和２２年内務省令第２９号）第１２条の４

第１項各号に掲げる事項、その他必要な事項に関し、学識経験を有する者

の意見を聴かなければならないものとする。 

なお、この場合２人以上の学識経験を有する者の意見を聴かなければな

らない。 

（入札公告・入札通知） 

第４条 契約担当課長は、総合評価落札方式により一般競争入札を実施しよ

うとするときは、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施

行令」という。）第１６７条の６、地方公共団体の物品等又は特定役務の

調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３７２号）第６条及び南房

総市財務規則（平成１８年規則第４４号。以下「規則」という。）第１２

５条の規定に基づき公告しなければならない。 

２ 契約担当課長は、総合評価落札方式により指名競争入札を実施しようと

するときは、施行令第１６７条の１２第２項及び規則第１３７条の規定に



基づき通知（公募型指名競争入札の場合は公表）しなければならない。 

（応札） 

第５条 入札参加者は、価格及び性能等を持って入札するものとし、評価の

対象とする性能等の要求要件（以下「技術的要件」という。）に関する資

料は入札公告又は入札通知（以下「入札公告等」という。）に定められた

期日までに提出するものとする。 

（落札者決定基準及び技術的要件の審査） 

第６条 契約担当課長は総合評価落札方式により入札を行おうとする場合に

は、当該入札に係る申込みのうち価格その他の条件が市にとって最も有利

なものを決定するための基準（以下「落札者決定基準」という。）を定め

るものとする。 

２ 落札者決定基準には、評価基準、評価の方法、落札者決定の方法その他

の基準を定めるものとする。 

３ 落札者決定基準、及び技術的要件に関する資料の審査は、「南房総市総

合評価技術審査会」で行なうものとする。 

（総合評価の方法） 

第７条 性能等の評価方法については、次のとおり取り扱うものとする。 

 (1) 評価の対象とする技術的要件については、当該工事の目的及び内容に

応じ、必要な評価項目を設定し、各項目ごとに評価に応じて得点を与え

る。 

(2) 各評価項目に対する得点配分は、その必要度及び重要度に応じて定め

る。 

２ 価格及び性能等に係る総合評価は、入札者の申込みに係る性能等の各評

価項目の得点の合計を当該入札者の入札価格で除して得た数値（以下「評

価値」という。）をもって行う。 

（落札者の決定方法） 

第８条 落札者の決定については、次のすべての要件に該当する者のうち、

評価値の最も高い者を落札者とする。 

 (1) 入札価格が予定価格の制限の範囲内にあること。 

 (2) 入札に係る性能等が、入札公告等において明らかにした技術的要件に

おける最低限の要求要件をすべて満たしていること。 

 (3) 評価値が、予定価格の算出の前提となる状態で想定される得点を予定

価格で除した数値を下回っていないこと。 

２ 評価値の最も高い者が２人以上あるときは、当該者にくじを引かせて落

札者を決定する。 

（その他） 

第９条 この要領に定めるもののほか、総合評価落札方式の実施に関して必

要な事項は、別に定めるものとする。 

附 則 

 この要領は、平成１９年１１月１日から施行する。 


